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○ 「第615回審査会合」及び「第646回審査会合」での資料の誤りに関わる対応を踏まえ，本資料にて過去の審査会合資料を引用する際の
注記を下記のとおりとする。
・ 右上の注記

再掲 ： 過去の審査会合資料を，そのまま引用する場合
一部修正 ： 過去の審査会合資料の内容を，一部修正する場合
誤りを修正 ： 過去の審査会合資料の誤りを，正しい記載とする場合

・左下の注記
修正した誤りの内容を記載 （誤りの修正がある場合）



指摘事項

・ 本資料では，地下構造の評価に係る下表の指摘事項について回答する。

本資料でご説明
ⅰ

次回以降にご説明予定

No. 項目 指摘時期 コメント内容 対応方針 該当箇所

S3-11
地下構造モデル
を用いた解析

第822回会合
(R2.1.17)

大間層内のせん断波速度のコントラストや敷地北側のデイ
サイト等，解放基盤表面より浅部の構造が地震動に与える
影響を確認したいので，第2.2章の地下構造モデルを用いた
解析に，以下の検討等を加え説明すること。
・Ｔ.Ｐ.-260ｍ以浅も含めた三次元地下構造モデルにリッカー
波を入力した解析を行い，炉心位置の解放基盤表面のＴ.Ｐ.
-260ｍ及び原子炉建屋の支持地盤に近い位置と言われて
いるＴ.Ｐ.-7.5ｍの位置で，一次元水平モデルの最大振幅値
との比較を行うこと。

・炉心位置の水平成層モデルについて，S波速度，密度及び
Ｑ値を明記すること。

次回以降にご説明予定

S3-12
基盤の地震動を
評価する位置

第822回会合
(R2.1.17)

解放基盤表面，基盤の地震動を評価する位置，鉛直アレイ
地震観測点の関係を，以下の内容を含めて整理のうえ，地震
動の策定方針を説明すること。
・Ｔ.Ｐ.-230ｍ（基盤の地震動を評価する位置）で策定した地震
動をＴ.Ｐ.-260ｍ（解放基盤表面）へ入力することとした考え方。

・統計的グリーン関数法及び経験的グリーン関数法で用いる
地下構造モデルの設定の考え方。

・吉田ほか（2005）の知見を踏まえた検討の模式図における
基盤の地震動を評価する位置と，解放基盤表面との関係。

・解放基盤表面を設定した位置と，基盤の地震動を評
価する位置との関係を示した上で，基盤の地震動を
評価する位置で評価した地震動を解放基盤表面に
おける地震動として適用する考え方，及び地下構造
モデルの設定の考え方も含めて，解放基盤表面に
おける地震動評価方針を示す。

・吉田ほか（2005）の知見を踏まえた検討の模式図に，
基盤の地震動を評価する位置を示す。

本編資料 5.1 Ｐ.5-3～5-8
補足説明資料 5-1，5-2，5-14

S3-13 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

基準化スペクトルに基づく検討に関して，以下について要因を
分析し説明すること。
・南側の観測点において，高周波側で持ち上がる傾向が見ら
れる要因。

・基盤位置における検討において，基準化スペクトルに見られ
る山谷の要因。

基準化スペクトルに基づく検討に関して，以下の要因
を分析した結果を示す。
・南側の観測点において，高周波側で持ち上がる
傾向が見られる要因。

・基盤位置における検討において，基準化スペクトル
に見られる山谷の要因。

本編資料 3.2.2 Ｐ.3-20，3-22～3-26
補足説明資料 3-5

S3-14 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

異なる深度の応答スペクトル比に基づく検討について，以下
の検討等を加え説明すること。
・１秒～２秒付近の変動が２倍程度に増幅している要因。
・スペクトル比にする前のＴ.Ｐ.-207.5ｍ及びＴ.Ｐ.-7.5ｍそれ
ぞれの位置で得られた地震観測記録。

異なる深度の応答スペクトル比に基づく検討について，
周期１秒～２秒付近の変動が２倍程度に増幅して
いる要因を分析した結果を示すとともに，スペクトル比
の算定に用いた，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ及びＴ.Ｐ.-7.5ｍそれ
ぞれの位置で得られた地震観測記録を，机上配布
資料に追加して示す。

本編資料 3.2.3 Ｐ.3-35～3-38
補足説明資料 3-7
机上配布資料 2章

S3-15 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

地震観測を実施しているのはＴ.Ｐ.-207.5ｍであり，この位置に
おける検討が重要であると考えている。第5.2.5章で実施した
「Noda et al.（2002）の手法による地震動を指標とした確認」
及び第3.2.2章で実施した「基盤位置における検討」について，
Ｔ.Ｐ.-207.5ｍの位置で実施する こと。

第5.2.5項で実施した「Noda et al.（2002）の手法による
地震動を指標とした確認」及び第3.2.2項で実施した
「基盤位置における検討」について，地震観測を実施
しているＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置での検討結果を示す。

本編資料 3.2.2 Ｐ.3-19
本編資料 5.2.5 Ｐ.5-23，5-24
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広域ブーゲ重力異常

重力測点分布図

• 左図は，産総研（2013）1）のグリッドデータを用いて作成した，津軽海峡を中心とした広域のブーゲ重力異常図である。右図には，重力測点
分布を示した。

測点凡例
●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013）
●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013［当社提供］）
●：船上重力測定点（産総研, 2013）

ブーゲ重力異常図（補正密度2.3ｇ/ｃｍ3）
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産総研(2013）を使用

グリッド間隔 ： 500m
コンタ間隔 ： 5mGal

本編資料P.2-13
の拡大範囲

2-1 敷地周辺の重力探査の内容
第822回審査会合

資料2-2 Ｐ.2-2 再掲

［ｍ］

［ｍ］

2-2

注）本編資料P.2-13の重力異常図は，左図のうち下北半島北西部を拡大して表示したものである。



2-2-1 各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ
2-2 各種弾性波探査の内容

（手順１） 各種弾性波探査によるデータ取得

（手順２） 手順１で取得したデータを用いたトモグラフィ解析による速度構造モデルの作成

（手順３） 手順２で作成した速度構造モデルの妥当性の確認

2-３

補足説明資料での該当ページ

本編資料「屈折法・反射法地震探査（本編資料P.2-14～P.2-21参照）」及び「反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査
（本編資料P.2-33～P.2-35参照）」に示す，各種弾性波探査データによるトモグラフィ解析の流れを以下に示す。

各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ

項 目
2-2-2

敷地周辺陸域の
屈折法地震探査

2-2-3
敷地周辺海域の
屈折法地震探査

2-2-4
敷地周辺の陸海連

続弾性波探査

2-2-5
反射法地震探査及び
オフセットＶＳＰ探査

手順１ 各種弾性波探査によるデータ取得 Ｐ.2-4 Ｐ.2-7，Ｐ.2-8 Ｐ.2-11 Ｐ.2-14，Ｐ.2-15

手順２
トモグラフィ解析※による速度構造モ
デル作成

Ｐ.2-5 Ｐ.2-9 Ｐ.2-12 Ｐ.2-16

手順３ 速度構造モデルの妥当性の検証 Ｐ.2-6 Ｐ.2-10 Ｐ.2-13 Ｐ.2-17

※トモグラフィ解析の具体的な内容については，「2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（Ｐ.2-18～Ｐ.2-20）」を参照。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-3 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（１／３）

項 目 仕 様

測線 測線数
測線長

１測線
約25ｋｍ

発震系 地点数
薬量

発破孔深度

４地点
北側２地点 54ｋｇ/地点
南側２地点 108ｋｇ/地点
50ｍ（SP-1地点）
40ｍ（SP-2，3，4地点）

受振系 受振器
受振点間隔
受振器数/点
総受振点数

上下動成分受振器（10Hz）
敷地外100ｍ，敷地内50ｍ
３個/点
246点

記録系 探鉱機
ｻﾝﾌﾟﾙ間隔
記録長

独立型データロガー
４msec
15sec

陸域での屈折法地震探査の仕様

弁天島

SP-1

SP-2

SP-3

SP-4

調査位置及び仕様

• 表に示す仕様により実施した屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でト
モグラフィ解析を行った。

SD-1孔

45EASM-1孔

炉心位置

２-4
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺陸域の屈折法地震探査（本編資料P.2-14，P.2-15参照）」の調査位置及び仕様を示したものである。

（掘削長約2500m）

（掘削長約1500m）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-4 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（２／３）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

SD-1孔
距離(ｍ)

磯谷

敷地範囲

トモグラフィ解析により作成した速度構造図

C C’

0

至 福浦

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

-1000

-3000

-2000

-1000

-3000

-2000

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

２-5
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-5 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（３／３）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

観測走時

計算走時

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

SP‐4
▼

SP‐3
▼

SP‐2
▼

SP‐1
▼

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

C’C

２-6
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-6 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（１／４）

大間原子力発電所
炉心位置

調査位置図

凡 例

発振点（エアガン）

受振点（ジオフォン）

受振点（ハイドロフォン）

D D’
解析断面位置

RP-１

RP-２

RP-３

RP-４

RP-５

RP-６

調査位置

• 敷地西方の速度構造を把握することを目的に，上図に示す調査測線で海域の屈折法地震探査を実施した。

2-7
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺海域の屈折法地震探査（本編資料P.2-16，P.2-17参照）」の調査位置を示したものである。

第822回審査会合
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2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（２／４）

沖合部 測定作業模式図 発振器（エアガン）

発振系 受振系 測線

発振器 間隔 受振器 測点数 方向 延長

ラモント型エアガン

容量 20ℓ
圧力 約130ｋｇ/ｃｍ２

発振エネルギー 約45万Ｊ/回
発振深さ 海面下20ｍ

200～300ｍ

水中部
ハイドロフォン受振器
海底面に設置
（日本物理探鉱 51R）

５点

西北西 30ｋｍ

陸上部
感振器（ジオフォン）
（GEOSPACE社 GSC-11D）

１点

調査仕様

• 表に示す仕様により実施した屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行った。

2-8
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺海域の屈折法地震探査（本編資料P.2-16，P.2-17）」の調査仕様を示したものである。

第822回審査会合
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2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（３／４）

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

-3500

-4000

-4500

-5000

距離(ｍ)

敷地周辺海域の屈折法地震探査の速度構造図

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

-3500

-4000

-4500

-5000

敷地範囲

D’ ESEWNW
D

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

2-9
2-2 各種弾性波探査の内容

0

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-9 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（４／４）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

RP-１
▼

RP-２
▼

RP-３
▼

RP-４
▼

RP-５
▼

RP-６
▼

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

観測走時

計算走時

D’D

2-10
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
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炉心位置

調査位置図

陸海連続弾性波探査の主な仕様

凡 例

発振点

受振測線

解析断面位置
F F’

種別 測線長
発振系 受振系

種別 発振源の仕様 間隔 受振器 間隔

陸域 約4.3ｋｍ

通常発振
Ｐ波中型バイブレータ

１～３台
約10ｍ

ジオフォン 約５ｍ

稠密発振
Ｐ波中型バイブレータ

１台
約５ｍ

海域

約5.7ｋｍ
（うち，約
2.5ｋｍは

発振のみ）

中型エアガン
発振

容量 480 cu.in.
水深５～15ｍに適用

約５ｍ

ハイドロフォン
及び

３成分加速度
センサ

約25ｍ
大型エアガン

発振
容量 1,500 cu.in.

水深15ｍ以上に適用

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（１／３）

調査位置及び仕様

• 表に示す仕様により実施した陸海連続弾性波探査
のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ
解析を行った。

2-11

敷地境界

2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺の陸海連続弾性波探査（本編資料P.2-18，P.2-19参照）」
の調査位置及び仕様を示したものである。

第822回審査会合
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反射法地震探査結果に屈折法地震探査による速度構造図を重ねた図

W
E

F F’
海岸線

敷地近傍
陸側 海側

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

V.E.≒1

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（２／３）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

2-12

0 250m 500m

2-2 各種弾性波探査の内容

0

第822回審査会合
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2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（３／３）
初

動
走

時
（
ｍ

ｓ
）

距離（ｍ）

SP‐3014
▼

SP‐3446
▼

SP‐3838
▼

SP‐4440
▼

SP‐4250
▼

SP‐4630
▼

発振点は発振間隔（陸域約10ｍ，海域約５ｍ）を間引いて６点のみ表示

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

観測走時

計算走時

F’F

2-13
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-13 再掲



2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（１／４）

深部ボーリング
SD-1孔(掘削長約2,500ｍ）

反射法地震探査及び
オフセットＶＳＰ探査測線

解析断面位置

凡 例

国土地理院1/25，000数値地図【大間】に加筆

調査位置図

調査位置

• 地震基盤までの速度構造を把握するために，上図に示す調査測線で反射法地震探査及び深部
ボーリングSD-1孔を利用したオフセットＶＳＰ探査を実施した。

2-14
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「反射法地震探査及びオフセットVSP探査（本編資料P.2-33～P.2-35参照）」の調査位置を示したものである。

G G’

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-14 再掲



2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（２／４）

孔内３成分受振器ＶＳＰ発振風景

検層車

観測車起振車

櫓

弾性波

反射波

直接波
マルチレベル
孔内受振器

項 目
仕 様

Ｐ波発振 Ｓ波発振

孔内受振系

受振深度 深度20～2,480ｍ

孔内受振点間隔 15ｍ（一部区間100ｍ）

受振点数 119点

受振器 ３成分受振器

地表受振系

測線長 3.0ｋｍ 0.86ｋｍ（敷地内）

地表受振点間隔 10ｍ

受振点数 301点 87点

発振系

発振測線長 3.0ｋｍ 0.86ｋｍ（敷地内）

発振源 大型バイブレータ２台 Ｓ波バイブレータ１台

標準発振点間隔 50ｍ

総発振点数 60点 18点（敷地内）

地表受振器

調査仕様

• 表に示す仕様により実施したオフセットＶ
ＳＰ探査のデータを用い，「2-2-6」に示す
手順でトモグラフィ解析を行った。

2-15
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「反射法地震探査及びオフセットVSP探査
（本編資料P.2-33～P.2-35）」の調査仕様を示した
ものである。

第822回審査会合
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2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（３／４）

反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査のトモグラフィ解析結果

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

敷地範囲

反射断面図

0

-1000

-2000

-3000

G G’

G

G’
E

長浜層

5000

4000

3000

V.E.=0.5

0

-1000

-2000

-3000

-500

-1500

-2500

-500

-1500

-2500

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

SD-1孔の柱状図※
※：地質柱状図の凡例は，本編資料P.2-30

深部ボーリング調査結果と同じ

縦横比 1：2

Ｐ波
速度
(ｍ/s)

• オフセットＶＳＰ探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，
速度構造モデルを作成した。

2-16
2-2 各種弾性波探査の内容

ＶＳＰ解析結果

トモグラフィ解析結果

反射法解析結果

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

第822回審査会合
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2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（４／４）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較
（地表受振系の初動走時）

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比較す
ることで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できているこ
とから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

観測走時

計算走時

G

2-17
2-2 各種弾性波探査の内容

G’

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-17 再掲



2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（１／３）

解析手順

• 「2-2-2」～「2-2-5」に示す，各種弾性波探査で得られたデータを用いたトモグラフィ解析の手順を示す。
• 本フローに示すように，100パターンのランダムな初期速度構造モデル※１に対し，トモグラフィックインバージョンを実施
し，これにより出来上がった100パターンの収束速度構造を平均した平均速度分布を最終の速度構造モデルとした。

初期モデルランダム化

初期速度構造モデル
解析領域セル分割

（P.2-19参照）

計算走時の算出

残差を計算

残差が許容範囲か？

Yes

反復計算

トモグラフィ結果
速度構造

No
速度構造の修正

最終の速度構造モデル

<トモグラフィックインバージョン>
100パターンのランダムな初期速度構造モデル※１に対し
トモグラフィックインバージョンを実施

初動読み取り走時※２

100パターンのトモグラフィックインバー
ジョン結果より平均速度分布を得る。

※１ 100パターンの初期速度構造モデルの詳細については，P.2-19，2-20を参照。
※２ 初動の読み取りに用いた発振記録については，第822回審査会合資料 机上配布資料３を参照。

2-18
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-18 再掲



解析領域セル分割及び初期速度構造モデル

• 解析領域セル分割でのセルのサイズは，解析精
度を確保するために，探査における発振点間隔
又は受振点間隔を考慮して設定した。

• 初期速度構造モデルは，一定速度勾配の成層
速度構造モデルをランダムに100パターン作成し
た。

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（２／３）

探査名
トモグラフィ解析でのセルのサイズ

備 考
水平方向 鉛直方向

敷地周辺陸域の屈折法地震探査 100ｍ 100ｍ 受振点間隔（敷地外100ｍ，敷地内50ｍ）を考慮して設定。

敷地周辺海域の屈折法地震探査 100ｍ 20ｍ 発振点間隔（敷地外200～300ｍ）を考慮して設定。

敷地周辺の陸海連続弾性波探査 10ｍ 10ｍ 発振点間隔（５～10ｍ）を考慮して設定。

反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査 10ｍ 10ｍ 受振点間隔（地表10ｍ，孔内15ｍ）を考慮して設定。

１．解析領域セル分割

２．初期速度構造モデルの設定条件

（敷地周辺陸域の屈折法地震探査を例として示す）

Ｖｐ(ｍ/ｓ）

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

初期速度構造モデルの設定条件
（成層速度モデルの深度と速度の関係）

 初期速度構造モデルとして，
十分に広い範囲をカバーでき
るように100パターンのランダ
ムな速度勾配をもつ成層モデ
ルを設定した。

 初期速度構造モデル（成層モ
デル）の例を次ページに示す。

2-19
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
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トモグラフィ解析
（敷地周辺陸域の屈折法地震探査を例として示す）

• ランダムな100パターンの初期速
度構造モデルに対するトモグラ
フィックインバージョンを実施し、
得られた結果の平均を最終の速
度構造モデルとした。

• 最終の速度構造モデルに対する
信頼性評価として，100パターンの
初期速度構造モデルに対して得ら
れる解析結果のばらつき（標準偏
差）と，解析メッシュ毎に通過した
波線数を平均した波線密度の分
布を整理した。

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

100パターンの初期速度構造モデル
（成層速度構造モデル）

100パターンの解析結果

トモグラフィック
インバージョン

トモグラフィック
インバージョン

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（３／３）

距離（ｍ） 距離（ｍ）

距離（ｍ） 距離（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

１．解析例

２．解析の信頼性評価

波線密度標準偏差
距離（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

距離（ｍ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ） Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐの標準偏差（ｍ/ｓ） 波線密度

2-20

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ）Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

距離（ｍ）

2-2 各種弾性波探査の内容

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

最終の速度構造モデル（100パターンの解析結果を平均）

第822回審査会合
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本節の位置づけ

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （１／７）
2-21

• 本編資料「深部ボーリング調査結果 ①柱状図（本編資料P.2-30参照）」の詳細として，深部
ボーリングSD-1孔の調査で確認した，易国間層，大間層，貫入岩（玄武岩），桧川層，金八沢層，
長浜層について，各層の代表的なコア写真を次頁以降に示す。

• なお，深部ボーリングSD-1孔の地質柱状図及びコア写真については，第822回審査会合資料
机上配布資料２の「1．」に示す。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-21 再掲



淡灰色火山礫凝灰岩、凝灰角礫岩易国間層の性状

孔口標高Ｔ.Ｐ.+26.13ｍ

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （２／７）

淡灰色
火山礫
凝灰岩

凝灰
角礫岩

安山岩溶岩（塊状）

安山岩溶岩（角礫状）
Ｔ.Ｐ.-133.87ｍ～-138.87ｍ（深度160ｍ～165ｍ）

Ｔ.Ｐ.-78.87ｍ～-83.87ｍ（深度105ｍ～110ｍ）

Ｔ.Ｐ.-23.87ｍ～-33.87ｍ（深度50ｍ～60ｍ）

2-22

柱状図凡例

第822回審査会合
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シルト岩
大間層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （３／７）

酸性凝灰岩

軽石凝灰岩
Ｔ.Ｐ.-343.87ｍ～-348.87ｍ（深度370ｍ～375ｍ）

Ｔ.Ｐ.-288.87ｍ～-293.87ｍ（深度315ｍ～320ｍ）

Ｔ.Ｐ.-178.87ｍ～-183.87ｍ（深度205ｍ～210ｍ）

2-23

柱状図凡例

第822回審査会合
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貫入岩（玄武岩）の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （４／７）

貫入岩（玄武岩）

Ｔ.Ｐ.-553.87ｍ～-563.87ｍ（深度580ｍ～590ｍ）

2-24

柱状図凡例

第822回審査会合
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火山砕屑岩

桧川層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （５／７）

凝灰質砂岩

Ｔ.Ｐ.-1,223.87ｍ～-1,228.87ｍ（深度1,250ｍ～1,255ｍ）

Ｔ.Ｐ.-1,283.87ｍ～-1,288.87ｍ（深度1,310ｍ～1,315ｍ）

2-25

柱状図凡例

第822回審査会合
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泥岩・頁岩

金八沢層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （６／７）

礫岩
Ｔ.Ｐ.-2,073.87ｍ～-2,076.87ｍ（深度2,100ｍ～2,103ｍ）

Ｔ.Ｐ.-1,873.87ｍ～-1,876.87ｍ（深度1,900ｍ～1,903ｍ）

2-26

柱状図凡例

第822回審査会合
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長浜層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （７／７）

粘板岩

Ｔ.Ｐ.-2,273.87ｍ～-2,276.87ｍ（深度2,300ｍ～2,303ｍ）

2-27

柱状図凡例 Ｔ.Ｐ.-2,210ｍ

第822回審査会合
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SD-1孔 地震基盤(Ｔ.Ｐ.-2,210ｍ)付近のカッティングス及びスポットコア

T.P.-2,209ｍ（深度2,235ｍ）
カッティングス：礫岩
黒色泥質岩(bms)，灰色泥質岩(gms)，凝灰岩(tf)，赤色チャート
(rch)，白色脈(wv)等が認められ，岩種は泥質岩を基質とする礫岩
と判断される。

T.P.-2,214ｍ（深度2,240ｍ）
カッティングス：粘板岩
縞模様の組織が特徴的な灰色粘板岩(gsl)のカッティングスが多く認
められ，その他に少量の黒色泥質岩(bms)，灰色泥質岩(gms)，白色
脈(wv)等が見られる。安山岩，凝灰岩等のカッティングスは少なく，
岩種は粘板岩と判断される。

新第三系(金八沢層)

先新第三系(長浜層)

gsl

gsl

gsl
wv

gms
bms

bms
bms

tf
gms

wv

rch

bms

Ｔ.Ｐ.-2,173.87ｍ～-2,176.87ｍ
（深度2,200ｍ～2,203ｍ）
スポットコア：礫岩
玄武岩，珪質岩等の礫からなる礫岩。基質は黒色泥質
岩からなる。

T.P.-2,273.87ｍ～-2,276.87ｍ
（深度2,300ｍ～2,303m）
スポットコア：粘板岩
縞状組織を有する珪質な粘板岩からなり，石英等の白
色鉱物脈を伴う。

2-4 地震基盤付近のカッティングス及びスポットコアによる岩種判定
2-28

1mm

• 本編資料「深部ボーリング調査結果 ②長浜層の確認（本編資料P.2-31参照）」の詳細として，新第三系（金八沢層）と
先新第三系（長浜層）の境界部のカッティングスの観察結果とスポットコアによる岩種判定について本頁に示す。

第822回審査会合
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重力異常図とデイサイト貫入岩推定分布範囲

デイサイト貫入岩の
推定分布範囲

0.5

2-5 デイサイトの分布について

• 重力探査結果によれば，原子炉建屋の北方において南北１ｋｍ程度，東西0.7ｋｍ程度の範囲の高重力異常域が分布する。
• ボーリング調査の結果から，この高重力異常域にはデイサイトの貫入岩が餅盤状に分布すると推定される。

2-29

注）本頁は，本編資料Ｐ.2-40において「デイサイトの分布範囲は，敷地の北部に限定される。」としたことの詳細を示したものである。
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大間層のボーリングコア写真掲載の対象孔

• 次頁以降に，図中の青丸印をつけたボーリング孔のうち，X-X’断面を
除く５断面（Y-Y’断面，a-a’断面～d-d’断面）のボーリング孔について
大間層のボーリングコア写真を示す。

2-6 大間層の性状について（１／６）

※ X-X’断面上のN-5孔，D-7孔のボーリングコア写真は本編資料P.2-47に示す。

2-30

*１ 設置許可基準規則第三条の対象となる耐震重要施設（間接支持構造物を含む）。
*２ 設置許可基準規則第三十八条の対象となる常設耐震重要重大事故防止設備又

は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設
（特定重大事故等対処施設及び防護上の観点から公開不可の施設を除く）。

第822回審査会合
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N-1孔，SB-036孔

2-6 大間層の性状について（２／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-036孔
Ｔ.Ｐ.-250.49ｍ～Ｔ.Ｐ.-280.49ｍ

（深度288ｍ～318ｍ）

T.P.-260ｍ
②

Y-Y’断面

N-1孔
SB-036孔

大間層

易国間層

X-X’Y Y’

① N-1孔
Ｔ.Ｐ.-249.75ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.75ｍ

（深度265ｍ～295ｍ）

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：東西方向Y-Y’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.2」を参照。
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岩盤分類図凡例

①

第822回審査会合
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SC-016孔，SB-003孔

2-6 大間層の性状について（３／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-003孔
Ｔ.Ｐ.-249.97ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.97ｍ

（深度277ｍ～307ｍ）

① SC-016孔
Ｔ.Ｐ.-249.94ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.94ｍ

（深度280ｍ～310ｍ）

a－a’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ① ②

大間層

易国間層

b-b’a a’

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向a-a’断面のボーリング孔でのＴ.Ｐ.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.3」を参照。
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SC-016孔 SB-003孔

岩盤分類図凡例

第822回審査会合
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SB-004孔，SB-032孔

2-6 大間層の性状について（４／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

① SB-004孔
Ｔ.Ｐ.-249.77ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.77ｍ

（深度270ｍ～300ｍ）

② SB-032孔
Ｔ.Ｐ.-249.87ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.87ｍ

（深度276ｍ～306ｍ）

b－b’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ

SB-032孔

大間層

易国間層

b b’

SB-004孔

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

a-a’

※ ：東西方向b-b’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.4」を参照。
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岩盤分類図凡例

① ②

第822回審査会合
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SB-016孔，SB-018孔

2-6 大間層の性状について（５／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-016孔
Ｔ.Ｐ.-249.90ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.90ｍ

（深度266ｍ～296ｍ）

① SB-018孔
Ｔ.Ｐ.-249.88ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.88ｍ

（深度277ｍ～307ｍ）

c－c’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ
① ②

SB-016孔

大間層

易国間層

Y-Y’
C C’SB-018孔

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向c-c’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.5」を参照。
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岩盤分類図凡例
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SB-033孔，SB-035孔

2-6 大間層の性状について（６／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

① SB-035孔
Ｔ.Ｐ.-249.66ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.66ｍ

（深度282ｍ～312ｍ）

② SB-033孔
Ｔ.Ｐ.-250.10ｍ～Ｔ.Ｐ.-280.10ｍ

（深度273ｍ～303ｍ）

Ｔ.Ｐ.-260ｍ
① ②

大間層

易国間層

ｄ－ｄ’断面

SB-033孔
SB-035孔

Y-Y’

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向d-d’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.6」を参照。
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岩盤分類図凡例
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S波速度(ｍ/ｓ)

切り出した断面を例として本編資料Ｐ.2-61に示している。

• ジョイントインバージョン解析により作成した三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全
体の鳥瞰図を示す。

2-7 三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全体の作成結果

評価範囲（10ｋｍ×10ｋｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

2-36

注）三次元地下構造モデルのうち，評価範囲（10ｋｍ×10ｋｍ）の鳥瞰図については，本編資料P.2-60を参照。
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３．観測記録による地下構造評価
3-1

１．地震動評価に用いる地下構造モデルの作成の流れ

２．地質調査及び地球物理学的調査による地下構造評価
2-1 敷地周辺の重力探査の内容
2-2 各種弾性波探査の内容

2-2-1 各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ
2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容
2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容

2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真）

2-4 地震基盤付近のカッティングス及びスポットコアによる岩種判定

2-5 デイサイトの分布について

2-6 大間層の性状について

2-7 三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全体の作成結果

３．観測記録による地下構造評価
3-1 検討において対象とした周期帯について
3-2 佐藤ほか（2011）の概要
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討
3-4 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデル
3-5 各観測点における表土の層厚
3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比
3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価

3-8 領域ごとのKｉK-net大間観測点との応答スペクトル比

3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比

４．地下構造評価のまとめ

５．一次元地下構造モデルの作成
5-1 規制基準・審査ガイドにおける要求事項との関係について

5-2 基盤の地震動を評価する位置の設定の妥当性の確認（補足）

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造

5-4 観測記録の伝達関数の標準偏差

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較

5-6 玄武岩の上面標高

5-7 頭打ちＱ値モデルについて

5-8 観測記録のＰ波部Ｈ／Ｖスペクトル比等の標準偏差

5-9 スペクトルインバージョン解析の概要

5-10 微動アレイ観測における１次高次モードの詳細について

5-11 地震波干渉法による解析の概要について

5-12 最大振幅法によるＱ値の測定について

5-13 地震基盤以深のＱ値の妥当性について

5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について

5-15 平成26年12月変更申請時の地下構造モデル

６．まとめ



3-1 検討において対象とした周期帯について

地震観測記録による検討及び一次元地下構造モデルの作成において対象とした周期帯

地震動のＨ／Ｖスペクトル比に基づく検討

基準化スペクトルに基づく検討

常時微動の観測記録に基づく検討

周期（秒）0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

地震観測記録による検討 （本編資料３章）

地震観測記録による検討

常時微動観測記録による検討

最適化地盤モデル（浅部）の作成

最適化地盤モデル（深部）の作成

観測記録のシミュレーション解析

スペクトルインバージョン解析

地震波干渉法

微動アレイ観測

三次元Ｑ値に基づく敷地周辺のＱ値との比較

周期（秒）0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

最大振幅法によるＱ値
◆

一次元地下構造モデルの作成 （本編資料５章）

深部地下構造モデルの作成

浅部地下構造モデルの作成

浅部地下構造モデル

妥当性の検証

深部地下構造モデル

妥当性の検証

KiK-net観測点との応答スペクトル比に基づく検討，異なる深度の応答スぺクトル比に基づく検討

解放基盤表面における地震動の特徴
解放基盤表面における地震動の特徴

第822回審査会合
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• Kobayashi et al.（2000）２）では，Ｐ波部のＨ／Ｖスペクトル比が，堆積層のP波入射による伝達関数に強く依存することに着目し，
Ｈ／Ｖスペクトル比の逆解析により，地下構造を推定する手法が提案されている。

• 佐藤ほか（2011）３）では，Ｓ波部のＨ／Ｖスペクトル比も敷地の地盤特性に依存すると考え，地震動の増幅特性の異方性を評価する
手法として，地震波の到来方向によるＳ波部のＨ／Ｖスペクトル比の変動を指標とすることを提案している。

• また，同手法を地下構造が既知の関東平野に適用し，地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点と，不整形性が
大きい関東平野外縁部の観測点を対象に，地震観測記録により手法の有効性を確認している。

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （１／３）
3-3

Ｐ波部のＨ／Ｖスペクトル比が堆積層のＰ波入射による伝達関数

に強く依存することに着目。

Ｈ／Ｖスペクトル比の逆解析による地下構造の推定手法を提案。

Ｓ波部のＨ／Ｖスペクトル比も，敷地の地盤特性に依存すると考え

られ，地下構造の不整形性に伴う地震波の到来方向による地震

動の増幅特性の差異（異方性）があれば，Ｓ波部のＨ／Ｖスペクト

ル比に変動が生じることが期待される。

評価手法の有効性を関東平野の地震観測記録により確認。

佐藤ほか（2011）における検討の流れ

【既往の知見 Kobayashi et al.（2000）】

【既往の知見を踏まえた評価手法の提案】

【評価手法の有効性の確認】

地震動の増幅特性の異方性を評価する手法として，地震波の

到来方向によるＳ波部のＨ／Ｖスペクトル比の変動を指標とする

ことを提案。

Kobayashi et al.（2000）

佐藤ほか（2011）（Ｓ波入射を仮定）

注）本節は，本編資料3.2.1項に関する補足説明資料。
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• 佐藤ほか(2011)では，地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点※１と，地下構造の不整形性が大きい
関東平野外縁部の観測点※２について，それぞれ到来方向による平均Ｈ／Ｖスペクトル比の標準偏差が求められている。

※１ ：SITH01，IBRH10，IBR014，CHB001
※２ ：SIT004，SIT005，SIT012，TKY003，IBRH14，IBRH19

【平野中央部】
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関東平野外縁部観測点の例
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

【平野外縁部】

平均
±標準偏差

SIT012

1 2 5 10 20
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

振動数（Hz)

平均
SIT012

±標準偏差

地震グループごとの
平均Ｈ／Ｖスペクトル比

平均Ｈ／Ｖスペクトル比の
平均値と標準偏差

SIT012観測点と地震グループ

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （２／３）

佐藤ほか（2011）の検討に用いられた観測点
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

Ａ－Ａ’断面の速度構造
（佐藤ほか（2011）に基づき作成）
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• 地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点は，不整形性が大きい関東平野外縁部の観測点と
比較して，到来方向による平均Ｈ／Ｖスペクトル比の標準偏差が小さいとされている。

佐藤ほか（2011）における平均Ｈ／Ｖスペクトル比の対数標準偏差
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

（ａ）関東平野中央部の観測点 （ｂ）関東平野外縁部の観測点

対
数

標
準

偏
差

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （３／３）
第822回審査会合
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• 各観測点における平均基準化スペクトル※１の到来方向によるばらつきは小さい。
（地表の観測点間の平均基準化スペクトルの高振動数側の相違は，浅部地盤の影響と考えられる。）

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトルの変動の評価
Sawada et al.（2016）

※１ ： 解析区間は，各観測記録のＳ波部の
継続時間に応じて，各々Ｓ波到達以降
5.12秒，10.24秒及び20.48秒とした。

※２ ： No.５/No.15は，Sawada et al.（2016）４)

による。

※２

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトル

1
2
3
4
5
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7
8
平均

方位グループ

Sawada et al.（2016）に一部加筆・修正

震源深さ（ｋｍ）

3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （１／４）
3-6第822回審査会合
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Ｓ波の初動部に着目した検討 （すべての観測記録の解析区間を5.12秒とした場合）

※１：解析区間をすべてＳ波到達以降5.12秒
とした。

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトル
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Sawada et al.（2016）に一部加筆・修正

震源深さ（ｋｍ）
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3-7
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （２／４）

• 解放基盤表面より浅部における地震波の散乱や反射の影響を極力排除するため，Ｓ波の初動部に着目し，観測記録の解析区間を短く
設定※１ して評価した結果，継続時間に応じて評価した場合（P.3-6参照）と同様の結果が得られたことから，浅部の地下構造による地震
波の散乱，反射等の影響は小さいと考えられ，敷地の地下構造に地震動の主要動部に影響を及ぼすような不整形はないと考えられる。

第822回審査会合
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• 各観測点における到来方向による地震ごとのスペクトル密度比※１のばらつきは小さい。

凡例 ：Radial成分とTransverse成分の平均

各観測点における方位別にみた地震ごとのスペクトル密度比

※１ ：解析区間は，継続時間に応じて各々Ｓ波到達以降5.12秒，10.24秒及び
20.48秒とした。

※２ ：No.5は，Sawada et al.（2016）による。
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3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （３／４）
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各観測点における地震ごとのスペクトル密度比の変動の評価



0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.7 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.15

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.23 Ave. 1.00
S.D.  : 0.17

方位（°）

No.23

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.22 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.15

方位（°）

No.22

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.21 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.12

方位（°）

No.21

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.20 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.13

方位（°）

No.20

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.19 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.15

方位（°）

No.19

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.18 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.18

方位（°）

No.18

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.17 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.18

方位（°）

No.17

0.10

1.00

10.00

0 45 90 135 180 225 270 315 360

Sp
ec
tr
al
 D
en
si
ty
 R
at
io

NO.16 Ave.  : 1.00
S.D.  : 0.11

方位（°）

No.16

方位（°）方位（°）

凡例 ：Radial成分とTransverse成分の平均

※１：解析区間は，Ｓ波到達以降の5.12秒とした。

各観測点における方位別にみた地震ごとのスペクトル密度比

• 解放基盤表面より浅部における地震波の散乱や反射の影響を極力排除するため，Ｓ波の初動部に着目し，観測記録の解析区間を短く
設定※１して評価した結果，継続時間に応じて評価した場合（P.3-8参照）と同様の結果が得られたことから，浅部の地下構造による地震
波の散乱，反射等の影響は小さいと考えられ，敷地の地下構造に地震動の主要動部に影響を及ぼすような不整形はないと考えられる。

3-9
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （４／４）
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Ｓ波の初動部に着目した検討 （すべての観測記録の解析区間を5.12秒とした場合）
No.３

第822回審査会合
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• 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデルの速度構造は，観測点近傍のＰＳ検層結果とした。
• 密度（ρ）及び減衰（Ｑｓ）の値は，各観測点の地層区分及び速度構造を踏まえ，はぎとり解析に用いる浅部地下構造モデル（本編資料

Ｐ.5-19参照）の値を参照して設定した。

3-4 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデル
3-10

No.15（基準観測点） No.5観測点

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo n

1 +12 38 1020 1.95 5.97 0.000

2 -26 94 1230 2.14 1.00 0.999

3 -120 44 550 1.60 2.62 1.000

4 -164 92 650 1.54 11.1 0.997

5 -256 ∞ 920 1.60 11.1 0.997

No.12観測点No.11観測点

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo n

1 +12 6 200 1.63 4.40 0.175

2 +6 12 790 1.95 5.97 0.000

3 -6 58 1290 2.14 1.00 0.999

4 -64 24 1370 2.14 1.00 0.999

5 -88 62 510 1.60 2.62 1.000

6 -150 78 590 1.54 11.1 0.997

7 -228 ∞ 770 1.60 11.1 0.997

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

1 +8 5 300 1.63 4.40 0.175

2 +3 38 970 1.95 5.97 0.000

3 -35 106 1270 2.14 1.00 0.999

4 -141 40 650 1.60 2.62 1.000

5 -181 74 790 1.54 11.1 0.997

6 -255 ∞ 1280 1.60 11.1 0.997

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

1 +26 12 320 1.63 4.40 0.175

2 +14 70 820 1.95 5.97 0.000

3 -56 92 1230 2.14 1.00 0.999

4 -148 34 560 1.60 2.62 1.000

5 -182 72 640 1.54 11.1 0.997

6 -254 ∞ 790 1.60 11.1 0.997

No.23観測点
（はぎとり解析に用いる浅部地下構造モデル）

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

１ +32.5 1 53

1.47 4.47 0.453２ +31.5 1 93

３ +30.5 2 150

４ +28.5 2 220
1.63 4.40 0.175

５ +26.5 6.5 460

６ +20.0 20 720 1.95 5.97 0.000

７ 0.0 64 1020 2.14 1.00 0.999

８ -64.0 68 520 1.60 2.62 1.000

９ -132.0 98 620 1.54 11.1 0.997

10 -230.0 ∞ 860 1.60 11.1 0.997

第四系・
火山砕屑岩（風化部）

易国間層上部層※

易国間層下部層

凡例（地層区分）

大間層

注）本節は，本編資料3.2.2項（補足２）に関する補足説明資料。

Ｑ(ｆ) = Ｑｏ･ｆ n

f：振動数

※ ：火山砕屑岩（風化部）を除く。
（岩盤分類図は，本編資料Ｐ.2-41参照。）



3-11
3-5 各観測点における表土の層厚

各観測点の地盤の標高及び表土の層厚

凡 例

： 敷地造成の形状

+○○

約+○○

約○

： 観測点の地盤標高（T.Ｐ.（ｍ））

： 表土（第四系または盛土）の下面標高（T.Ｐ.（ｍ））※

（近接ボーリング孔の調査結果に基づく）

： 表土の層厚（ｍ）

※ 第四系及び盛土が存在しない箇所は，「－」と記載した。

コメントNo.S3-13

注）本節は，本編資料3.2.2項（補足３）に関する補足説明資料。
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検討の目的

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の
Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置とＴ.Ｐ.-7.5ｍ位置の

観測記録

震央の方位ごとにグループ分け

応答スペクトル比の算出

地震波の到来方向による
応答スペクトル比の変動の評価

検討フロー

𝑅 𝑇
𝑆ሺ𝑇.𝑃.െ7.5𝑚ሻ 𝑇
𝑆ሺ𝑇.𝑃.െ207.5𝑚ሻ 𝑇

検討方法

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点※３における
速度構造と地震計の設置位置

検討対象地震計

Ｐ波速度※２

Ｓ波速度※２

観測開始 1989年8月～

速度（ｍ/ｓ）

▽地表 Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

※２ ：SB-042孔におけるPS検層結果
※３ ：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の詳細については本編資料Ｐ.5-12を参照

※１ ：応答スペクトル比の評価式

𝑅 𝑇 ൌ
𝑆 ሺ𝑇.𝑃.െ7.5𝑚ሻ 𝑇
𝑆 ሺ𝑇.𝑃.െ207.5𝑚ሻ 𝑇  

：応答スペクトル比

：敷地内の鉛直アレイ地震観測点（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）の加速度応答スペクトル
：敷地内の鉛直アレイ地震観測点（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の加速度応答スペクトル

3-13
3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （１／６）

注）本節は，本編資料3.2.3項に関する補足説明資料。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の最も深い地震計の位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）より

浅部の地盤について，地震動に影響を及ぼすような不整形はないことを確認する

ために，鉛直アレイ地震観測地点の異なる深度の観測記録を用いて，地震波の

到来方向による応答スペクトル比による変動を評価する。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点において，1989年８月から2018年９月までに

得られた地震観測記録のうち，マグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の

276地震の記録を対象に，最深部（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）と原子炉建屋の支持地盤に近い

位置（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）の記録の加速度応答スペクトル比※１を求め，地震波の到来方向

による変動を評価する。

第822回審査会合
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検討に用いた地震

• 検討には下記条件を満たす地震の観測記録を用いた。

① 鉛直アレイ地震観測地点を基準としてマグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の地震

② 十分なＳ／Ｎ比を有する観測記録

検討に用いた地震の震央分布

3-14
3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （２／６）

第822回審査会合
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （３／６）

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

領域１における応答スペクトル比
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• 領域１～８において，応答スペクトル比のばらつきは小さく，地震によって特異な傾向は認められない。
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （４／６）

領域４における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域４
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ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分
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資料2-2 Ｐ.3-13一部修正



3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （５／６）

領域６における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域６
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ＥＷ成分

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （６／６）

領域８における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域８
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （１／４）
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注）本節は，本編資料3.2.3項（補足）に関する補足説明資料。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）において，水平動の周期約１秒～約２秒，鉛直動の周期約0.5秒～約１秒にピークが見られ，

同周期帯にＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷が見られる。

領域１ 領域２

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ.െ7.5ｍ

Ｔ. Ｐ.െ207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （２／４）

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）において，水平動の周期約１秒～約２秒，鉛直動の周期約0.5秒～約１秒にピークが見られ，

同周期帯でＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルに谷が見られる。

領域３ 領域４

領域３における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域４における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ.െ7.5ｍ

Ｔ. Ｐ.െ207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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• 領域５及び領域６については，観測記録が少なく，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷の位置は必ずしも明瞭ではない。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の傾向は，領域１～４とおおむね同様である。
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （３／４）

領域５ 領域６

領域５における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域６における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ.െ7.5ｍ

Ｔ. Ｐ.െ207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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• 領域７及び領域８については，領域５及び領域６と同様に観測記録が少なく，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷の位置は

必ずしも明瞭ではない。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の傾向は，領域１～４とおおむね同様である。

コメントNo.S3-14
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （４／４）

領域７ 領域８

領域７における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域８における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ.െ7.5ｍ

Ｔ. Ｐ.െ207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯



検討の目的

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点と
KiK-net大間観測点において同時に

得られた観測記録

震央の方位ごとにグループ分け

応答スペクトル比の算出

地震波の到来方向による応答スペクトル比
の変動の評価

検討フロー

※応答スペクトル比の評価式

𝑅 ை௛௠௔
஺ைெு଴ଵ

𝑇 ൌ
𝑆ை௛௠௔ 𝑇 ･𝑋ை௛௠௔

𝑆஺ைெு଴ଵ 𝑇 ･𝑋஺ைெு଴ଵ
 

𝑅 ೀ೓೘ೌ
ಲೀಾಹబభ

𝑇

𝑆ை௛௠௔ 𝑇

𝑆஺ைெு଴ଵ 𝑇

𝑋ை௛௠௔
𝑋஺ைெு଴ଵ

検討方法

：応答スペクトル比

：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の加速度応答スペクトル
（地中位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ））

：KiK-net大間観測点の加速度応答スペクトル
（地中位置（標高-91.57ｍ））

：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点からの震源距離

：KiK-net大間観測点からの震源距離

3-23
3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （１／７）

注）本節は，本編資料3.2.4項に関する補足説明資料。

敷地周辺の地下構造に，地震動に影響を及ぼすような不整形はないことを確認するために，敷地内の鉛直アレイ地震観測地点及び

敷地周辺のKiK-net観測点において同時に得られた観測記録を対象に，地震波の到来方向による応答スペクトル比の変動を評価する。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の地中位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）及びKiK-net大間

観測点の地中位置（標高-91.57ｍ）において同時に観測された，2000年７月から2018

年９月までの地震観測記録のうち，マグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内

の172地震の記録を対象に，両観測点における観測記録の応答スペクトル比※を求め，

地震波の到来方向による変動を評価する。

KiK-net大間観測点と敷地内の鉛直アレイ地震観測地点との離隔距離は２ｋｍ程度

であり，同一の地震に対してほぼ同じ伝播経路を地震波が伝わってくるとみなすこと

ができる。このため，同一の地震の両観測点における観測記録の応答スペクトルの

比を計算することにより，震源特性および伝播経路特性による影響を除去することが

可能となり，地震波の到来方向による応答スペクトル比の変動を評価することにより，

敷地周辺の地下構造による影響を確認することが可能となる。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-16 再掲
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• 本検討においては，敷地内の鉛直アレイ地震観測地点のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置及びKiK-net大間観測点の標高-91.57ｍ位置の地震計に
おいて同時に得られた観測記録を用いた。

上記の速度構造図は，防災科学技術研究所 強震観測網
(http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/)の観測点情報に
基づき作成。

地震観測点の速度構造と地震計設置位置

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点※１における
速度構造と地震計の設置位置

大間原子力発電所敷地内の
鉛直アレイ地震観測地点

検討対象地震計

Ｐ波速度※２

Ｓ波速度※２

約２ｋｍ

観測開始 1989年8月～

KiK-net大間観測点における
速度構造と地震計の設置位置

観測開始 2000年7月～

検討対象地震計

Ｐ波速度

Ｓ波速度

速度（ｍ/ｓ） 速度（ｍ/ｓ）

▽地表 Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ

▽地表 標高+11ｍ

▽標高-91.57ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

敷地境界

※１ ：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の詳細
については本編資料Ｐ.5-12を参照

※２ ：SB-042孔におけるＰＳ検層結果
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （２／７）

KiK-net大間観測点

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-17 再掲



検討に用いた地震

• 検討には以下の条件を満たす172地震の観測記録を用いた。

① KiK-net大間観測点の観測開始（2000年７月）から2018年９月までの地震

② 鉛直アレイ地震観測地点及びKiK-net大間観測点において，同時に観測記録が得られた地震

③ 鉛直アレイ地震観測地点を基準としてマグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の地震

④ 十分なＳ／Ｎ比を有する観測記録

検討に用いた地震の震央分布

3-25
3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （３／７）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-18 再掲



ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

• 領域１～７において，応答スペクトル比のばらつきは小さく，地震によって特異な傾向は認められない。
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （４／７）

領域１における応答スペクトル比
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領域２における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域２
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （５／７）

領域３における応答スペクトル比
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （６／７）

領域５における応答スペクトル比
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領域内の各地震の応答スペクトル比 領域５
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領域８は対象地震なし

3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （７／７）

領域７における応答スペクトル比
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ＥＷ成分

ＵＤ成分

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域７
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3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比 （１／２）

• Ｈ／Ｖスペクトル比の観測点位置の違いによる変動は小さく，深部構造はおおむね同様であると考えられる。

• 一方，高振動数側ではＨ／Ｖスペクトル比の変動がみられるが，各観測点における表層の違いによるものと考えられる。

各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比の検討結果 （１／２）

平面アレイ微動観測点
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注）本節は，本編資料3.3節に関する補足説明資料。
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3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比 （２／２）

• Ｈ／Ｖスペクトル比の観測点位置の違いによる変動は小さく，深部構造はおおむね同様であると考えられる。

• 一方，高振動数側ではＨ／Ｖスペクトル比の変動がみられるが，各観測点における表層の違いによるものと考えられる。

各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比の検討結果 （２／２）

平面アレイ微動観測点

※ ：No.３は欠測，No.11はノイズの影響がみられるため，評価に用いていない。
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５．一次元地下構造モデルの作成
5-1

１．地震動評価に用いる地下構造モデルの作成の流れ

２．地質調査及び地球物理学的調査による地下構造評価
2-1 敷地周辺の重力探査の内容
2-2 各種弾性波探査の内容

2-2-1 各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ
2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容
2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容

2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真）

2-4 地震基盤付近のカッティングス及びスポットコアによる岩種判定

2-5 デイサイトの分布について

2-6 大間層の性状について

2-7 三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全体の作成結果

３．観測記録による地下構造評価
3-1 検討において対象とした周期帯について
3-2 佐藤ほか（2011）の概要
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討
3-4 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデル
3-5 各観測点における表土の層厚
3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比
3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価

3-8 領域ごとのKｉK-net大間観測点との応答スペクトル比

3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比

４．地下構造評価のまとめ

５．一次元地下構造モデルの作成
5-1 規制基準・審査ガイドにおける要求事項との関係について

5-2 基盤の地震動を評価する位置の設定の妥当性の確認（補足）

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造

5-4 観測記録の伝達関数の標準偏差

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較

5-6 玄武岩の上面標高

5-7 頭打ちＱ値モデルについて

5-8 観測記録のＰ波部Ｈ／Ｖスペクトル比等の標準偏差

5-9 スペクトルインバージョン解析の概要

5-10 微動アレイ観測における１次高次モードの詳細について

5-11 地震波干渉法による解析の概要について

5-12 最大振幅法によるＱ値の測定について

5-13 地震基盤以深のＱ値の妥当性について

5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について

5-15 平成26年12月変更申請時の地下構造モデル
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規制基準・審査ガイドにおける要求事項

規則 第四条 第３項
耐震重要施設は，その供用中に当該耐震
重要施設に大きな影響を及ぼすおそれが
ある地震による加速度によって作用する地
震力（以下「基準地震動による地震力」と
いう。）に対して安全機能が損われるおそ
れがないものでなければならない。

規則の解釈 （別記２） 第４条 第５項の四
1. 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の地震動評価において

は，適用する評価手法に必要となる特性データに留意の上，地震波の伝播特性に係る次に示す事項を考慮
すること。

①敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため，
敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとともに，地震基盤の
位置及び形状，岩相・岩質の不均一性並びに地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること。なお，評価の過程において，地下構造が成層かつ均質と認められる場合を除き，三次元的な地下構
造により検討すること。

②上記①の評価の実施に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の調
査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元
の物理探査等を適切な手順と組合せで実施すること。

基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド Ⅰ, 3.3.2 断層モデルを用いた手法による地震動評価

(3) 統計的グリーン関数法及びハイブリッド法（理論的手法と統計的あるいは経験的グリーン関数法を組み合わ
せたものをいう。以下同じ。）による地震動評価においては，地質・地質構造等の調査結果に基づき，各々の
手法に応じて地震波の伝播特性が適切に評価されていることを確認する。

(4) 経験的グリーン関数法，統計的グリーン関数法，ハイブリッド法以外の手法を用いる場合には，その手法の妥
当性が示されていることを確認する。

③ 統計的グリーン関数法及びハイブリッド法による地震動評価
１） 統計的グリーン関数法やハイブリッド法による地震動評価においては，震源から評価地点までの地震波

の伝播特性，地震基盤からの増幅特性が地盤調査結果等に基づき評価されていることを確認する。

⑤ 地下構造モデルの設定
２） 地震動評価において，震源領域から地震基盤までの地震波の伝播特性に影響を与える「地殻・上部マン

トル構造」，地震基盤から解放基盤までの「広域地下構造」，解放基盤から地表面までの「浅部地下構造」
を考慮して，地震波速度及び減衰定数等の地下構造モデルが適切に設定されていることを確認する。（中
略）

３） 地下構造モデルの設定においては，地下構造（深部・浅部地下構造）が地震波の伝播特性に与える影響
を検討するため，地層の傾斜，断層，褶曲構造等の地質構造を評価するとともに，地震発生層の上端深さ，
地震基盤・解放基盤の位置や形状，地下構造の三次元不整形性，地震波速度構造等の地下構造及び地
盤の減衰特性が適切に評価されていることを確認する。

【耐震設計に関する要求事項】 【地下構造評価に関する要求事項】

規則の解釈 （別記２） 第４条 第５項の一
基準地震動は、（中略）解放基盤表面にお
ける（中略）地震動として（中略）策定する
こと。
上記の「解放基盤表面」とは，基準地震動
を策定するために，基盤面上の表層及び
構造物が無いものとして仮想的に設定す
る自由表面であって，著しい高低差がなく，
ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定さ
れる基盤の表面をいう。ここでいう上記の
「 基 盤 」 と は ， お お む ね せ ん 断 波 速 度
Ｖｓ=700ｍ/ｓ以上の硬質地盤であって，著
しい風化を受けていないものとする。

5-2
5-1 規制基準・審査ガイドにおける要求事項との関係について （１／３）

• 規制基準・審査ガイド（以下「規制基準等」という。）における要求事項について，耐震設計に関する事項と地下構造評価に関する事項に分類して整理した。
• 各色の要求事項に対する地下構造モデルの設定方針をＰ.5-3に示す。

注）本節は，本編資料5.1節に関する補足説明資料。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-2 再掲
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規制基準等における要求事項に対する地下構造モデルの設定方針

5-3
5-1 規制基準・審査ガイドにおける要求事項との関係について （２／３）

① 解放基盤表面の位置

• 規制基準等において，重要な安全機能を有する

施設※１は，基準地震動による地震力に対して安

全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならないとされている。

• 当該事項を踏まえ，重要な安全機能を有する

施設に作用する地震力は，基準地震動に基づき

評価するため，基準地震動を定義する解放基盤

表面の位置は，ほぼ水平で相当な拡がりを有し，

風化が認められない大間層にて，おおむねＶｓ

=700ｍ/ｓ以上となる位置に設定し，重要な安全

機能を有する施設※１の基礎地盤におけるＴ.Ｐ.

-260ｍの位置とする。

② 地震観測記録の活用

• 規制基準等において，地盤の減衰特性を適切に評価するための調査として，

地震観測記録の分析を実施することとされている。

• 当該事項を踏まえ，地震波の伝播特性を適切に評価するために，地震観測

記録に基づき地下構造モデルを作成することとし，地震観測記録の得られた

鉛直アレイ地震観測地点において，地下構造モデルの最適化を行う。

④ 地下構造モデルの作成

• 規制基準等において，震源領域から地震基盤までの「地殻・上部マントル

構造」，地震基盤から解放基盤までの「広域地下構造」，解放基盤から地表面

までの「浅部地下構造」を考慮して，地下構造モデルが適切に設定されている

ことを確認するとされている。

• 当該事項を踏まえ，基盤の地震動を評価する位置より浅部の「浅部地下構造

モデル」及び深部の「深部地下構造モデル」をそれぞれ作成する。

⑤ 水平成層仮定が成り立つことの確認

• 規制基準等において，地下構造が成層かつ

均質と認められるか確認するとされている。

• 当該事項を踏まえ，下記の検討を行い，水平

成層仮定が成り立つことを確認する。

 地質調査，地球物理学的調査。

 三次元地下構造モデルの作成及びそこ

から切出した二次元不整形ＦＥＭモデル

による解析的検討。

 観測記録に基づく，地震波の到来方向

及び敷地内の位置の違いによる地盤

増幅特性の変動の評価。

重要な安全機能を有する施設※１に作用する地震力の評価 鉛直アレイ地震観測地点における地震動評価に用いる地下構造モデルの作成 水平成層仮定が成り立つことの確認

• 規制基準等における要求事項※２を踏まえ，
解放基盤表面の位置や基盤の地震動を
評価する位置の設定の考え方等について，
整理した。

※２：①～⑤の各項目の赤文字は，規制基準
等の要求事項を示す。また，各項目の配
色は，Ｐ.5-2に示した規制基準等の要求
事項に対応させた。

• 地下構造モデルの設定方針について，
模式図をＰ.5-4に示す。

【地下構造評価に関する事項】【耐震設計に関する事項】

※１ ：重要な安全機能を有する施設とは，耐震重要
施設及び常設重大事故等対処施設をいう。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-3 一部修正

③ 基盤の地震動を評価する位置

• 規制基準等において，敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部 地盤構造）

が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため，敷地及び敷地周辺に

おける地層の傾斜等の地質構造や地盤の減衰特性を適切に評価すると

されている。

• 当該事項を踏まえ，敷地の地質構造を評価すると，重要な安全機能を有する

施設※１の基礎地盤における解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）は，敷地全体でおお

むね水平に分布する地層（大間層）にある。原子炉建屋付近ではＶｓ=900ｍ/ｓ

程度となる酸性凝灰岩層にあり，この層は，鉛直アレイ地震観測地点へ緩や

かに傾斜して連続し，同地点のＴ.Ｐ.-230ｍ位置に分布するとともに，原子炉

建屋付近と同等の地震波速度（Ｖｓ=860ｍ/ｓ）となっている。

• 原子炉建屋設置位置の解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）と，鉛直アレイ地震観測地

点におけるＴ.Ｐ.-230ｍ位置の，地震基盤からの増幅特性は整合的である。

• 以上の敷地の地質構造および速度構造を踏まえ，鉛直アレイ地震観測地点に

おける解放基盤表面の地震動を適切に評価できる位置として，Ｔ.Ｐ.-230ｍ

位置を，基盤の地震動を評価する位置とする。

コメントNo.S3-12



地下構造モデルの設定方針の模式図

原子炉建屋等の
重要な安全機能を

有する施設

重要な安全機能を有する施設に作用 する
地震力の評価

地質調査及び
地球物理学的調査

観測記録に基づく，地震波の
到来方向及び敷地内の位置
の違いによる地盤増幅特性の
変動の評価

水
平
成
層
仮
定
が
成
り
立
つ
こ
と
を
確
認

鉛直アレイ地震観測地点における解放基盤表面の
地震動を適切に評価できる位置として，Ｔ.Ｐ.-230ｍ
位置を，基盤の地震動を評価する位置とする。
（酸性凝灰岩層，Ｖｓ=860ｍ/ｓ）

基盤の地震動を評価する位置より浅部の「浅部地下構造モデ
ル」及び深部の「深部地下構造モデル」をそれぞれ作成する。

３次元地下構造モデルの作成
及びそこから切出した２次元
不 整 形 Ｆ Ｅ Ｍ モ デ ル に よ る
解析的検討

検討用地震の地震動評価基準地震動の策定

設計用入力地震動
の算定に当たり入力

ＰＳ検層

観測記録

ＰＳ検層

解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）
は，敷地全体でおおむね水
平に分布する地層（大間層）
にある。原子炉建屋付近で
は酸性凝灰岩層にあり，この
層は，鉛直アレイ地震観測地
点へ緩やかに傾斜して連続
している。

設計用入力地震動
の算定

5-4
5-1 規制基準・審査ガイドにおける要求事項との関係について （３／３）

解放基盤表面は，ほぼ水平で相当な拡が
りを有し，風化が認められない大間層にて，
原子炉建屋等の重要な安全機能を有する
施 設 の 基 礎 地 盤 に お い て ， お お む ね
Ｖｓ=700ｍ/ｓ以上となるＴ.Ｐ.-260ｍ位置に
設定する。（原子炉建屋付近では酸性凝灰
岩層，Ｖｓ=900ｍ/ｓ程度）

①解放基盤表面の位置

②地震観測記録の活用

⑤水平成層仮定が成り立つことの確認

③基盤の地震動を評価する位置

④地下構造モデルの作成

地質・地質構造調査

• Ｐ.5‐3に示す地下構造モデルの設定方針について，模式図に示す。 （Ｐ.5-3に示す設定方針の各項目について，番号及び色を揃えて示す。）

【耐震設計に関する事項】 【地下構造評価に関する事項】

鉛直アレイ地震観測地点における
地震動評価に用いる地下構造モデルの作成

水平成層仮定が成り立つことの確認

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-4 一部修正

コメントNo.S3-12



5-2 基盤の地震動を評価する位置の設定の妥当性の確認（補足）
5-5

注）本節は，本編資料5.1節に関する補足説明資料。

• 原子炉建屋設置位置における解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）と，鉛直アレイ地震観測地点における基盤の地震動を評価する位置（Ｔ.Ｐ.-230ｍ），及びＴ.Ｐ.-260ｍ位置の，

それぞれの地震基盤からの増幅特性を，地下構造モデルを用いて確認した。

• 原子炉建屋設置位置の深部地下構造モデルは，三次元地下構造モデル（本編資料Ｐ.2-61参照）から切り出した原子炉建屋設置位置の一次元地下構造モデル（表１，

図１参照）とした。また，鉛直アレイ地震観測地点のＴ.Ｐ.-260ｍ以深の深部地下構造モデルは，当該位置において作成した地震動評価に用いる深部地下構造モデルに

基づき設定した（表２，図１参照）。

• 鉛直アレイ地震観測地点において，原子炉建屋設置位置の解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）における増幅特性と，より整合的な増幅特性となるのは，Ｔ.Ｐ.-230ｍ位置で

ある。（図２参照）

• 以上のことから，鉛直アレイ地震観測地点における解放基盤表面の地震動を適切に評価できる位置としては，本編資料5.1節に示すとおり，Ｔ.Ｐ.-230ｍ位置がより

適切であると考えられる。

基盤の地震動を評価する位置の設定に係る補足

図２ 原子炉建屋設置位置及び鉛直アレイ地震観測地点の
地盤増幅率の比較

（評価位置の２E／地震基盤位置の入力波２E0）

表１ 原子炉建屋設置位置の
深部地下構造モデル

表２ 鉛直アレイ地震観測地点の
深部地下構造モデル※２

原子炉建屋設置位置

鉛直アレイ地震観測地点

※１ ：Ｑｓは表２に示す深部地下構造モデル
の値を参照して設定した。

上端標⾼
T.P.(m)

層厚
(m)

ρ
(t/m3)

Vs
(m/s) Qs

※１

-260 18 1.85 879
-278 20 1.86 884
-298 20 1.86 889
-318 20 1.87 894
-339 14 1.88 904
-353 14 1.89 920
-367 87 2.23 1541
-453 87 2.26 1618
-540 87 2.30 1695
-627 87 2.33 1772
-713 87 2.36 1848
-800 944 2.45 2080
-1744 76 2.58 2534
-1821 76 2.59 2588
-1897 76 2.61 2642
-1973 76 2.62 2696
-2050 76 2.63 2750
-2126 84 2.69 3148
-2210 − 2.69 3148

50

80

290

550

図１ 原子炉建屋設置位置及び
鉛直アレイ地震観測地点の
速度構造（Ｖｓ）の比較

上端標⾼
T.P.(m)

層厚
(m)

ρ
(t/m3)

Vs
(m/s)

Qs

-260

70 1.6 860 50

-330

490 2.3 1700 80

-820

950 2.5 2200

-1770

440 2.7 2700

-2210 − 2.7 3200 550

290

-2500

-2000

-1500

-1000

-500

0 1000 2000 3000 4000

Vs（ｍ/ｓ）

標
高

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

-260

※２ ：本編資料Ｐ.5-39に示す深部地下構造
モデルに基づき設定。
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• 浅部のＶｐ・Ｑｐ構造については，観測記録に基づき，以下の手順で最適化を行った。
① 速度構造区分をＰＳ検層値で固定した予備解析により，Ｐ波部の鉛直成分の伝達関数の観測値と理論値が整合する

ように，一部の層について細分化し，速度構造区分を決定した。
② Ｖｐ構造は，Ｐ波部の鉛直成分の伝達関数に基づき，ＧＡを用いた逆解析により，最適化を行った。
③ Ｑｐ構造は，主要動のはぎとり解析に用いることを踏まえ，②で最適化されたＶｐの値を固定した上で，Ｓ波部の鉛直

成分の伝達関数に基づき，ＧＡを用いた逆解析により，最適化を行った。

最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造の検討フロー

層No.
層厚
（ｍ）

ρ
（t/ｍ3）

ＰＳ検層
Ｖｐ（ｍ/ｓ）

1 1

1.47 2702 1

3 2

4 2
1.63 470

5 6.5

6 20 1.95 1890

7 64 2.14 2760

8 68 1.60 1730

9 98 1.54 1730

10 ∞ 1.60 2070

・層厚，ρ（密度），ＰＳ検層は，SB-042孔の調査結果による。

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ
（ＧＬ±0）

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-117.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-230ｍ
基盤の地震動を評価する位置

：地震観測点●

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造 （１／５）

① 予備解析

② Ｖｐ構造の最適化

③ Ｑｐ構造の最適化

④ 最適化地盤モデル（浅部）

検討フロー

予備解析により決定した速度構造区分

5-6

注）本節は，本編資料5.2.2項に関する補足説明資料。
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• 速度構造をＰＳ検層値で固定した予備解析により，Ｐ波部の伝達関数の観測値と理論値が整合するように，
一部の層について細分化し，速度構造区分を決定した上で，探索範囲を設定した。

最適化地盤モデル（浅部）の探索範囲（Ｖｐ構造の最適化）

層No.
層厚
（ｍ）

ρ
（t/ｍ3）

ＰＳ検層
Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ
（ｍ/ｓ）

Ｑｐ

Ｑｏ ｎ

1 1

1.47 270
140～405

1～20 0～12 1

3 2 220～405

4 2
1.63 470

320～705
1～20 0～1

5 6.5 660～750

6 20 1.95 1890 1512～2268 1～20 0～1

7 64 2.14 2760 2760 1～20 0～1

8 68 1.60 1730 1730 1～20 0～1

9 98 1.54 1730 1730 1～20 0～1

10 ∞ 1.60 2070 2070 － －

・層厚，ρ（密度），ＰＳ検層（Ｖｐ）は， SB-042孔の調査結果による。

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ
（ＧＬ±0）

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-117.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-230ｍ
基盤の地震動を評価する位置

：地震観測点

：逆解析の対象範囲

●

Q(f) = Qo･f n

f：振動数

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造 （２／５）
5-7第822回審査会合
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• ＧＡを用いた逆解析により，Ｖｐ構造の最適化を行った。
• 最適化地盤モデルに基づき理論的に算定される伝達関数は，観測記録（Ｐ波部の鉛直成分）に基づく伝達関数※１と

よく整合している。

最適化地盤モデルの理論伝達関数と
観測記録に基づく伝達関数の比較

層No.
層厚
（ｍ）

ρ
（t/ｍ3）

ＰＳ検層
Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ
（ｍ/ｓ）

Ｑｐ

Ｑｏ ｎ

1 1

1.47 270
180

3.47 0.0002 1

3 2 250

4 2
1.63 470

340
10.0 0.696

5 6.5 700

6 20 1.95 1890 1700 4.62 0.594

7 64 2.14 2760 2760 1.02 0.562

8 68 1.60 1730 1730 1.00 0.950

9 98 1.54 1730 1730 9.40 0.989

10 ∞ 1.60 2070 2070 － －

：地震観測点

：逆解析結果

●

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ
（ＧＬ±0）

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-117.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-230ｍ
基盤の地震動を評価する位置

Q(f) = Qo･f n

f：振動数

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造 （３／５）

作成した最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ構造

：最適化したＶｐ構造

：Ｑｐ構造については，Ｓ波部の伝達関数に基づき，再度逆解析により最適化を行う。（Ｐ.5-9，5-10参照）

5-8

※１：観測記録に基づく伝達関数の標準偏差は，Ｐ.5-12参照。

観測
理論
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Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ
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• Ｖｐ構造の最適化の結果を踏まえ，Ｑｐ構造の探索範囲を設定した。

最適化地盤モデル（浅部）の探索範囲（Ｑｐ構造の最適化）

層No.
層厚
（ｍ）

ρ
（t/ｍ3）

ＰＳ検層
Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ
（ｍ/ｓ）

Ｑｐ

Ｑｏ ｎ

1 1

1.47 270
180

0.5～20 0～12 1

3 2 250

4 2
1.63 470

340
0.5～20 0～1

5 6.5 700

6 20 1.95 1890 1700 0.5～20 0～1

7 64 2.14 2760 2760 0.5～20 0～1

8 68 1.60 1730 1730 0.5～20 0～1

9 98 1.54 1730 1730 0.5～20 0～1

10 ∞ 1.60 2070 2070 － －

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ
（ＧＬ±0）

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-117.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-230ｍ
基盤の地震動を評価する位置

：地震観測点

：逆解析の対象範囲

●

Q(f) = Qo･f n

f：振動数

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造 （４／５）
5-9第822回審査会合
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• ＧＡを用いた逆解析により，Ｑｐ構造の最適化を行った。
• 最適化地盤モデルに基づき理論的に算定される伝達関数は，観測記録（Ｓ波部の鉛直成分）に基づく伝達関数※１と

おおむね整合している。

最適化地盤モデルの理論伝達関数と
観測記録に基づく伝達関数の比較

層No.
層厚
（ｍ）

ρ
（t/ｍ3）

ＰＳ検層
Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ
（ｍ/ｓ）

Ｑｐ

Ｑｏ ｎ

1 1

1.47 270
180

1.18 0.3502 1

3 2 250

4 2
1.63 470

340
3.07 0.997

5 6.5 700

6 20 1.95 1890 1700 0.630 0.641

7 64 2.14 2760 2760 0.500 0.750

8 68 1.60 1730 1730 0.503 1.000

9 98 1.54 1730 1730 1.12 1.000

10 ∞ 1.60 2070 2070 1.12 1.000

：地震観測点

：逆解析結果

●

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ
（ＧＬ±0）

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-117.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

Ｔ.Ｐ.-230ｍ
基盤の地震動を評価する位置

Q(f) = Qo･f n

f：振動数

5-3 最適化地盤モデル（浅部） Ｖｐ・Ｑｐ構造 （５／５）

作成した最適化地盤モデル（浅部） Ｑｐ構造

5-10

※１：観測記録に基づく伝達関数の標準偏差は，Ｐ.5-13参照。

・第10層のＱ値は，第９層のＱ値と同じ値とした。
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Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ
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平均

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ
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Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ
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平均

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ
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平均

0.1 1 10
振動数（Hz）

Ｓ波部のTransverse成分の伝達関数

5-4 観測記録の伝達関数の標準偏差 （１／３）

• 観測記録※１の伝達関数の標準偏差は小さい。

※１：解析区間は，Ｓ波初動到達１秒前から30秒間とした。

5-11

注）本節は，本編資料5.2.2項に関する補足説明資料。
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Ｐ波部の鉛直成分の伝達関数

5-4 観測記録の伝達関数の標準偏差 （２／３）

※１：解析区間は，Ｐ波初動到達１秒前から５秒間を基本とした。

5-12

Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

±標準偏差
平均

Ｔ.Ｐ.-47.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

±標準偏差
平均

Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

±標準偏差
平均

Ｔ.Ｐ.-77.5ｍ/Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

±標準偏差
平均

• 観測記録※１の伝達関数の標準偏差は小さい。
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Ｓ波部の鉛直成分の伝達関数
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5-4 観測記録の伝達関数の標準偏差 （３／３）

※１：解析区間は，Ｓ波初動到達１秒前から30秒間とした。

5-13

• 観測記録※１の伝達関数の標準偏差は小さい。
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①平成５年（1993年）釧路沖地震 （１／３）

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （１／６）
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観測記録
シミュレーション

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-13 再掲

5-14

※ ：地震計の位置については，本編資料Ｐ.5-12を参照。

注）本節は，本編資料5.2.3項に関する補足説明資料。
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5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （２／６）

①平成５年（1993年）釧路沖地震 （２／３）
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※ ：地震計の位置については，本編資料Ｐ.5-12を参照。



①平成５年（1993年）釧路沖地震 （３／３）

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （３／６）
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※ ：地震計の位置については，本編資料Ｐ.5-12を参照。



②平成15年（2003年）十勝沖地震 （１／３）

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （４／６）
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※ ：地震計の位置については，本編資料Ｐ.5-12を参照。



②平成15年（2003年）十勝沖地震 （２／３）

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （５／６）
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②平成15年（2003年）十勝沖地震 （３／３）

5-5 観測記録とシミュレーション解析結果との比較 （６／６）
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5-6 玄武岩の上面標高

鉛直アレイ地震観測地点における玄武岩の上面標高

• ボーリング調査結果に基づく玄武岩の上面標高コンターにより，鉛直アレイ地震観測地点における最適化
地盤モデル（深部）の第2層（玄武岩）の上面標高をＴ.Ｐ.-330ｍと推定した。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-19 再掲

5-20

注）本節は，本編資料5.3.2項に関する補足説明資料。



佐藤ほか（2006）に基づく減衰定数の関数モデルの比較

• 地盤の減衰定数については，内部減衰（材料減衰，粘性減衰等を含む）のほか，地盤の不均質や不連続に伴う散乱減衰の影響を
受けることが，各種文献にて述べられている。

• 佐藤ほか（2006）５)では，下表のとおり，既往の減衰定数の関数モデルについて，比較を行っている。
• 佐藤ほか（2006）によると，No.④のモデルは，高振動数側において減衰定数の傾きが穏やかになり，振動数依存性を示さない材料

減衰の値に近づいていく特徴をもち，物理的にも明快であるため，減衰特性の解釈に有効であると考えられている。
• 佐藤ほか（2006）では，既往の減衰定数が高振動数側で一定となる経験式との対応が容易な，減衰定数の下限値を考慮したNo.⑤

のモデルを提案している。

No. 減衰定数の関数モデル 関数モデルの形状 文献 解説

① 太田（1975）６)等
• 振動数に依存しないモデル。
• 減衰定数として材料減衰のみを仮定しており，高振動

数での観測スペクトル比との適合に限界がある。

② 武村ほか（1993）７)等

• 減衰定数が振動数の負のべき乗に比例するモデル。
• 観測スペクトル比に対する理論伝達関数の説明性が，

特に高振動数側で大きく向上するが，振動数に依存し
ない材料減衰の特性を考慮できないという課題がある。

③
Kobayashi et al.（1992）８)

等
• Ｓ波速度依存性を仮定したモデル。

④

小林ほか（1999）９）

梅田ほか（2014）10）等
（小林ほか（1999）では

=1としている）

• 減衰定数が，材料減衰と散乱減衰の和で表すことがで
きるという観点によりモデル化された多項式のモデル。

• Ｓ波速度依存性を仮定したモデルも提案されている。

⑤ 佐藤ほか（2006）
• 減衰定数がある振動数を境に，低振動数側では振動

数に依存し，高振動数側では一定となることを表現し
たモデル。

 fhfh 0)(

 fVnfh S )/()(

ihfhfh  
0)(

)()(

)()(

000

00

fffhfh

fffhfh












0hh 

)(/1)( bfaVfh S  
or

5-7 頭打ちＱ値モデルについて （１／３）

減衰定数の関数モデルについて

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-20 再掲
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佐藤ほか（2006）の概要
• 佐藤ほか（2006）では，減衰定数の下限値を考慮した以下の減衰定数モデル（P.5-21 No.⑤と同じ）を仮定し，国内の２観測点

（OBS-A，OBS-B）において得られた地震観測記録を用いて，それぞれの地点の地盤構造及び減衰特性の同定を行っている。

• 上記モデルは，減衰定数が高振動数側で一定となるモデル，すなわち特定の振動数(f0)以上で減衰定数の振動数依存性が無く

なるようなモデルとなっている。
• 同定対象としている２地点の地盤は，それぞれＶｓ=200ｍ/ｓ～2,400ｍ/ｓ程度及びＶｓ=990ｍ/ｓ～2,610ｍ/ｓ程度の地盤であり，敷

地の地下構造を構成するＶｓとおおむね適合した地盤における評価となっている。
• 結果的に，上記モデルを用いて同定されたＱ値による伝達関数の計算値は，地震観測記録による伝達関数とよく対応しているこ

とが確認された。

)()(),()( 00000 fffhfhfffhfh nn  

• 以上より，佐藤ほか（2006）によれば，減衰定数の関数モデルとしては，減衰定数の
下限値を考慮したモデルの方が従来の振動数に依存したモデルよりも適していると
されている。これは，小林ほか（1999）や梅田ほか（2014）のモデルと，考え方は同じ
ものである。

観測ｽﾍﾟｸﾄﾙ比と同定結果による伝達関数の比較（OBS-B）

観測ｽﾍﾟｸﾄﾙ比と同定結果による伝達関数の比較（OBS-A）
減衰定数の同定結果と
既往の経験式の比較

OBS-Aにおける地盤構造と同定結果

OBS-Bにおける地盤構造と同定結果

5-7 頭打ちＱ値モデルについて （２／３）

佐藤ほか（2006）より抜粋

第822回審査会合
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• 梅田ほか（2014）では，内部減衰と散乱減衰を考慮した頭打ちＱ値モデルと，振動数のべき乗に比例する従来
Ｑ値モデルを用いて，遺伝的アルゴリズム（GA）に基づいた探索法で，KiK-netのCHBH13（成田）とGIFH09（羽島）
のＱ値構造の逆解析を実施している。

• 頭打ちＱ値モデルは従来Ｑ値モデルと比較して，より高振動数まで観測伝達関数を説明できることが確かめられ
ている。
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伝達関数の観測値と理論値の比較（CHBH13）
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考慮した頭
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5-7 頭打ちＱ値モデルについて （３／３）

梅田ほか(2014)の概要

梅田ほか（2014）に 一部加筆・修正

5≦Ｍ＜6

4≦Ｍ＜5

振動数

振動数

第822回審査会合
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コーダ部のＨ／Ｖスペクトル比
は，Radial成分と鉛直成分によ
り評価し，Rayleigh波の特性を
見ているものと仮定。
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5-8 観測記録のＰ波部Ｈ／Ｖスペクトル比等の標準偏差

• Ｐ波部Ｈ／Ｖスペクトル比，Ｐ波部レシーバ関数及びコーダ部Ｈ／Ｖスペクトル比とも，標準偏差は小さい。

※ ：Ｔ.Ｐ.-117.5ｍの観測記録は，感度劣化が見られる期間があることから使用していない。
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解析区間は，Ｐ波初動到達１秒前
から４秒間を基本とした。

解析区間は，Ｐ波初動到達１秒前
から４秒間を基本とした。

解析区間は，Ｓ波が終息したと
考えられる時間帯60秒間とした。

第822回審査会合
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検証方法

• 岩田・入倉（1986）11)の方法によるスペクトルインバージョン解析を行い，
下式で表されるＳ波の振幅スペクトル を震源特性・伝播経路特性・地盤

特性に分離した。

𝑂௜௝ 𝑓 ൌ 𝑅௜௝ିଵ ⋅ 𝑆௜ 𝑓 ⋅ 𝐺௝ 𝑓 ⋅ exp െ గ௙ோ೔ೕ
ொೞ ௙ ௏ೞ

O୧୨ f  ：地震 ｉ による観測点 ｊ におけるＳ波の振幅スペクトル

S୧ f  ：震源スペクトル，Qୱ f  ：伝播経路のＱ値， G୨ f  ：観測点 ｊ における地盤増幅特性，

R୧୨ ：地震 ｉ から観測点 ｊ までの震源距離， Vୱ ：伝播経路のＳ波速度

• スペクトルインバージョン解析で必要となる拘束条件は，基準観測点の
増幅特性とした。

5-9 スペクトルインバージョン解析の概要 （１／２）

• 観測点は，火山フロントを境とした減衰構造の変化を極力避けるため，
火山フロントより東側の観測点を選定した。

• 解析対象地震は，観測点付近の26地震を選定した。

（震源深さ50ｋｍ以深，Ｍ3.5～Ｍ5.5，観測期間2001年７月～2012年４月）

①解析手法

②解析対象とした観測点と地震

• 地中の地震計が地震基盤と同等の岩盤（Ｖｓ=2,800ｍ/ｓ)に設置されてい
る，IWTH03岩泉観測点とした。

• IWTH03岩泉観測点（GL±0ｍ/GL-100ｍ）の観測記録の逆解析により，
最適化地盤モデルを設定し，地震基盤における基盤波を推定した。

③基準観測点

基準観測点

スペクトルインバージョン解析に使用した観測点と震源の分布

地震

大間原子力発電所

基準観測点

Ｋ－ＮＥＴ観測点

ＫｉＫ－ｎｅｔ観測点

大間原子力発電所

第822回審査会合
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基準観測点の最適化地盤モデル

5-9 スペクトルインバージョン解析の概要 （２／２）

層No.
深度
(ｍ)

層厚
(ｍ)

Ｖｓ
(ｍ/ｓ)

ρ
(t/ｍ3)

Ｑｓ

Ｑｏ ｎ Ｑｉ

0

1 -1.1 1.1 59 1.56 5.36 0.561 10.7 

2 -2.1 1.0 200 1.70 18.4 0.752 125 

3 -2.8 0.7 400 1.82 13.9 0.662 281 

4 -4.1 1.3 420 1.84 8.22 0.730 63.9 

5 -5.0 0.9 600 1.92 14.6 0.858 141 

6 -14.7 9.7 880 2.03 31.1 0.793 155 

7 -22.0 7.3 1600 2.25 21.4 0.866 133 

8 -66.0 44 2100 2.37 1.07 0.535 208 

9 -100.0 34
2800 2.52 27.1 0.767 13.9 

10 ∞

IWTH03の最適化地盤モデル
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最適化地盤モデルの作成

• 基準観測点の最適化地盤モデルは，地表（GL±0ｍ）及び地中（GL-100ｍ）の観測記録の伝達関数
（フーリエ振幅スペクトル比）を用いた逆解析により作成した。

• 逆解析には遺伝的アルゴリズム（GA）を用いた。

• 作成した最適化地盤モデルの理論伝達関数は，観測記録の伝達関数とよく整合している。

ＰＳ検層結果との比較 逆解析結果と観測記録の
伝達関数の比較

1/Qs(f) = 1/(Qo･f n) + 1/Qi

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-25 再掲

5-26



• Medium Responseの１次高次モードが卓越する地下構造モデルは，その卓越する周期帯域では１次高次モード
の位相速度も卓越するものと考えることができる。

• Rayleigh波のMedium Responseによると，最適化地盤モデルは，周期約1.5秒から約２秒付近で，１次高次モード
が励起されやすい特徴を有している。

最適化地盤モデルの理論的なRayleigh波の
Medium Response（励起特性）

周期1.5秒付近で，励起されやすい
モードが１次高次モードに変化する。基本モード

１次高次モード

5-10 微動アレイ観測における１次高次モードの詳細について

Medium Responseについて

• Medium Responseは，地下構造モデルに固
有の量であり，表面波のMedium Response
は，地表加振に対する表面波の応答を表す。

• Medium Responseは，各モードごと・振動数
ごとに決まる相対的な表面波振幅の一種と
考えられるため， Medium Responseの大き
なモードの波は，他のモードの波よりも振幅
が卓越することが予想される。

5-27
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注）本節は，本編資料5.3.3項に関する補足説明資料。
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地表の２点間で観測された波動場の相互相関によって，一方の観測点にインパルス信号を与え，
もう一方の観測点で観測した際の記録（グリーン関数）を合成できる。
（Wapenaar (2004)12)）

無数の振源で囲まれた領域中の２点間で微動を計測し，各振源による相互相関をすべて積分する
と，停留位相点と呼ばれる領域以外の成分は打ち消し合い，２点間のグリーン関数のみが残る。

微分形がグリーン関数となる

13)

地震波干渉法の原理

5-11 地震波干渉法による解析の概要について （１／３）
第822回審査会合

資料2-2 Ｐ.5-27 再掲
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（ZZ)スタック日数による相互相関関数の変化

5-11 地震波干渉法による解析の概要について （２／３）

• UD成分の正側（ZZ＋）の相互相関関数において，スタック日数100日目以降，シグナルと思われるものが見え始め，
解析には927日分のデータを用いた。

大間 北海道北海道大間

＋－

0
Lag time(s)

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-28 再掲

スタック日数による相互相関関数の変化
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• UD成分の正側（ZZ＋）の相互相関関数について，シグナル部とノイズ部のフーリエ振幅スペクトルを比較
すると，シグナル部の周期約0.8秒以上の成分で違いが見られ，ノイズ部よりもおおむね大きくなっているこ
とから，グリーン関数が得られているものと解釈した。

シグナルの検出

相互相関関数（ＺＺ＋）

シグナル部とノイズ部のフーリエ振幅スペクトルの比較

シグナル部 ノイズ部

5-11 地震波干渉法による解析の概要について （３／３）
第822回審査会合

資料2-2 Ｐ.5-29 再掲
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5-12 最大振幅法によるＱ値の測定について（１／２）

• 深部ボーリングSD-1孔でのＰＳ検層(ダウンホール法）で得られる波形記録による伝播距離と振幅との関係

からＱ値を算出した。

• 各起振ごとの起振力のばらつきを補正するために，測定孔のそばの地表にモニター用受振器を固定観測点とし，

孔内の受振器と同時に記録を取得した。

検層車

観測車

起振車

櫓

弾性波

マルチレベル
孔内受振器

直接波

モニター用受振器

発振源
孔内受振系

測定範囲 間隔 受振器

Ｐ波 大型バイブレータ１台 Ｔ.Ｐ.+10ｍ～
Ｔ.Ｐ.-2,450ｍ

５ｍ
３成分
受振器Ｓ波 S波バイブレータ１台

ＰＳ検層（ダウンホール法）の調査仕様

伝
播
距
離

時間

伝播
１波長分の伝播距離

振幅A , エネルギー E∝A2

１波長後の振幅A' ,エネルギー E'

  E
EE

Q
'2 





ＰＳ検層（ダウンホール法）での波動伝播と減衰の概念図

Ｑ値は，蓄えられる最大のエネルギーＥと，１波長（１サイクル）

で消費されるエネルギー⊿Ｅ（＝Ｅ－Ｅ’）により，

で定義される。

1
𝑄 𝜔 ൌ

∆𝐸
2𝜋𝐸

最大振幅法によるＱ値の測定方法

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-30 再掲
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5-12 最大振幅法によるＱ値の測定について（２／２）

• 深部ボーリングSD-1孔での最大振幅法によるＱ値の測定結果を上表に示す。

• 最適化地盤モデル（深部）の各層に対しＱ値を求めた。

最大振幅法によるＱ値の測定結果

標高
Ｔ.Ｐ.（ｍ）

層Ｎo.※
卓越振動数

（Hz）
Ｑ値
（Ｑｓ）

減衰定数
ｈ（％）

4 ～ -424 １ 30 29 1.72

-429 ～ -824 ２ 30 29 1.72

-829 ～ -2,454 ３～５ 30 109 0.46

標高
Ｔ.Ｐ.（ｍ）

層Ｎo.※
卓越振動数

（Hz）
Ｑ値
（Ｑｐ）

減衰定数
ｈ（％）

4 ～ -424 １ 30 59 0.85

-429 ～ -824 ２ 30 9 5.56

-829 ～ -2,454 ３～５ 30 74 0.68

最大振幅法によるＱ値（Ｓ波）

最大振幅法によるＱ値（Ｐ波）

※ ：層No.は，本編資料P.5-31に示す最適化地盤モデル（深部）の層No.に対応する。

5-32第822回審査会合
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• 中村・植竹（2012）14)において，トモグラフィ手法を用いて，地殻・上部マントルのＱ値が評価されている。

• 中村・植竹（2012）によるＱ構造に基づく敷地付近の平均Ｑ値に対して，深部地下構造モデルの地震基盤以深のＱ値

の方が大きく，地震動評価上保守的な設定となっていることを確認した。

5-13 地震基盤以深のＱ値の妥当性について

三次元Ｑ値に基づく敷地周辺のＱ値との比較

中村・植竹（2012）による地殻・上部マントルのＱ構造 （10Hz）

中村・植竹（2012）に基づく平均Ｑ値及び

深部地下構造モデルにおける設定値との比較

平均Ｑ値の評価範囲

深部地下構造モデルの地震基盤以深のＱ値
中村・植竹（2012）に基づく平均Ｑ値（領域①）
中村・植竹（2012）に基づく平均Ｑ値（領域②～⑪）

大間原子力
発電所

①

②

④

⑨

⑪

⑦⑥

⑧

⑩

③

⑤

10

100

1000

1 10

Q

振動数（Hz）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-32 再掲
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5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について （１／４）

• 吉田ほか（2005）15)は，地震基盤から地表までの地盤を工学的基盤で分離し，別々に解析を行う方法の妥当性に
ついて検討した結果として，以下の内容をまとめている。

• 地盤を分離すると，個々の振動特性は全体系の一部とは異なるため，分離したものは全体系と同じにはならない。

• 分離した一方が他方に比べて十分小さい場合，分離した影響は小さくなる。例えば，表層が薄い場合や，地震基盤
が浅い場合がこれに当てはまる。

吉田ほか（2005）の概要

地表 地表

工学的基盤①

工学的基盤②

一体
モデル

分割
モデル

一体
モデル

分割
モデル

黒実線 ：地盤を一体として計算した増幅比
赤点線 ：地盤を分割して計算した増幅比

黒実線 ：地盤を一体として計算した増幅比
赤点線 ：地盤を分割して計算した増幅比

工学的基盤～地表の厚さが，
地 震 基 盤 ～ 工 学 的 基 盤 と
同程度である場合，地表にお
ける地震波のピークが異なる
結果となる。

工学的基盤～地表の厚さが，
地震基盤～工学的基盤と比較
して十分小さい場合，地表にお
ける地震波のピークの変化は
小さい結果となる。

吉田ほか（2005）より抜粋

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-33 再掲
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基盤の地震動を
評価する位置

解放基盤表面

検討フロー

5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について （２／４）

▼建屋基礎下

比較

▼解放基盤表面

▼地震基盤

半無限

半無限

半無限

入力

入力出力

出力

入力

出力

• 原子力発電所の耐震設計では，解放基盤表面において基準地震動を定義した上で，建屋への入力地震動を算定
している。

• 吉田ほか（2005）の知見を踏まえ，地震基盤から建屋基礎下位置までを一体とした「一体モデル」と，解放基盤
表面で分割した「分割モデル」を作成し，地震基盤で入力した際の建屋基礎下位置での応答を比較した。

• 入力波には，Ｆ－１４断層による地震の地震動評価結果※を用いた。

検討方法

※ ：発電用原子炉設置変更許可申請書（平成26年12月16日 提出）における評価

一体モデルによる検討 分割モデルによる検討

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-34 一部修正

5-35

浅部モデル
（主建屋の設計用地盤モデル
に基づき設定）

深部モデル
（統計的グリーン関数法に用いる深部地下構造モデル）

※

※

※： 一体モデルによる検討においては，
分割モデルによる検討における浅部
と深部のモデルを接続した。

コメントNo.S3-12



標高Ｔ.Ｐ. 層厚 ρ※１ Ｖｓ
Ｑｓ

（ｍ） （ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ）

-13.7 14.0 1.85 820 25

-27.7 95.8 2.05 1120 25

-123.5 40.6 1.48 560 25

-164.1 95.9 1.53 660 25

-260 ∞ 1.6 860 50

標高Ｔ.Ｐ. 層厚 ρ※１ Ｖｓ
Ｑｓ

（ｍ） （ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ）

-230 100.0 1.6 860 50

-330 490.0 2.3 1700 80

-820 950.0 2.5 2200 290

-1770 440.0 2.7 2700 290

-2210 ∞ 2.7 3200 550

標高Ｔ.Ｐ. 層厚 ρ※１ Ｖｓ
Ｑｓ

（ｍ） （ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ）

-13.7 14.0 1.85 820 25

-27.7 95.8 2.05 1120 25

-123.5 40.6 1.48 560 25

-164.1 95.9 1.53 660 25

-260 100.0 1.6 860 50

-360 490.0 2.3 1700 80

-850 950.0 2.5 2200 290

-1800 440.0 2.7 2700 290

-2240 ∞ 2.7 3200 550

分割モデル

5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について （３／４）

検討に用いる地盤モデル

浅部モデル

深部モデル

▼建屋基礎下

▼解放基盤表面

▼地震基盤

▼建屋基礎下

▼解放基盤表面

基盤の地震動を
▼評価する位置

▼地震基盤

※１ ： ρは，平均密度とする。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.5-35 一部修正
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• 地震基盤から解放基盤表面までの深部モデルは，統計的グリーン関数法に用いる深部地下構造モデルとした。

• 解放基盤表面から建屋基礎下位置までの浅部モデルは，主建屋の設計用地盤モデルに基づき設定した。

※２

※２ ： 一体モデルによる検討においては，分割モデルによる
検討における浅部と深部のモデルを接続した。

※２

コメントNo.S3-12

一体モデル
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5-14 地盤モデルの解放基盤表面以浅の有無の影響について （４／４）

フーリエ振幅スペクトル比
（建屋基礎下／地震基盤）の比較

検討結果

加速度時刻歴波形の比較 応答スペクトルの比較（建屋基礎下）
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• 一体モデル及び分割モデルについて，地震基盤に地震波を入力した場合の，建屋基礎下における地震動を比較した
結果，重要施設の主要周期帯となる短周期域について，フーリエスペクトル比（建屋基礎下／地震基盤）及び建屋基礎
下における応答スペクトルの差は小さい。



5-15 平成26年12月変更申請時の地下構造モデル （１／２）

• 鉛直アレイ地震観測地点の任意の２点間による観測記録の伝
達関数（フーリエ振幅スペクトル比）を用いた逆解析により，最適
化地盤モデルを作成し，はぎとり解析に用いる浅部地下構造
モデルとして設定した。

• 平成５年（1993年）釧路沖地震について，平成26年12月変更申
請時と今回説明の浅部地下構造モデルの基盤の地震動を評価
する位置におけるはぎとり波を比較するとよく整合しており，
地下構造モデルの変更によるはぎとり波への影響は見られない。

浅部地下構造モデル

Ｑ(f)=Ｑo･fn

ｈ(f)=ｈo･f-α，ｈ(f)=1/2Ｑ(f)

基盤の地震動を
評価する位置
Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

▼

平成26年12月変更申請時における
はぎとり解析に用いる浅部地下構造モデル
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観測記録の基盤の地震動を評価する位置のはぎとり波の比較
（平成５年（1993年）釧路沖地震）

平成26年12月変更申請時の
浅部地下構造モデル

今回説明の浅部地下構造モデル
（本編資料P.5-19参照）

第822回審査会合
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層厚 ρ Ｖｓ Ｖｐ
Ｑｓ（ｆ）

（ｈｓ（ｆ））
Ｑｐ（ｆ）

（ｈｐ（ｆ））

（ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ） （ｍ/ｓ）
Ｑｏ

（ｈｏ（ｆ））
ｎ

（α）
Ｑｏ

（ｈｏ（ｆ））
ｎ

（α）

10 1.59 220 470

4.35
（0.115）

0.68
（0.68）

1.25
（0.40）

0.84
（0.84）

15 1.90 700 1890

75 2.06 1000 2440

70 1.51 510 1700

70 1.52 690 1700

∞ 1.61 850 2200
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5-15 平成26年12月変更申請時の地下構造モデル （２／２）

• 鉛直アレイ地震観測地点で得られた観測記録によるＰ波部のＨ／Ｖスペクトル比を用いた逆解析により，最適
化地盤モデルを作成した。

• 最適化地盤モデルを，統計的グリーン関数法に用いる深部地下構造モデルとして設定した。

• 理論計算に用いる地下構造モデルについては，地震基盤以深の速度構造，密度，Ｑ値について，佐藤ほか
（1989）16)及び福山ほか（1998）17)に基づき設定した。

深部地下構造モデル

層厚 ρ Ｖｓ Ｖｐ Ｑｓ（ｆ） Ｑｐ（ｆ）

（ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ） （ｍ/ｓ） Ｑｏ ｎ Ｑｉ Ｑｏ ｎ Ｑｉ

150 1.6 880 2380 31.5 1.10 338 15.3 1.04 338

390 2.1 1210 2830 28.1 1.02 409 26.8 1.05 419

310 2.3 1720 3530
21.3 1.22 463 31.5 1.04 387

∞ 2.6 3160 5520

1/Ｑ(f)=1/(Ｑo･fn)＋1/Ｑi

平成26年12月変更申請時における
統計的グリーン関数法に用いる深部地下構造モデル

地震基盤
Ｔ.Ｐ.約-1100ｍ

▼

層厚 ρ Ｖｓ Ｖｐ Ｑ（ｆ）

（ｍ） （ｔ/ｍ3） （ｍ/ｓ） （ｍ/ｓ） Ｑｏ ｎ Ｑｉ

150 1.6 880 2380 31.5 1.10 338

390 2.1 1210 2830 28.1 1.02 409

310 2.3 1720 3530 21.3 1.22 463

1910 2.6 3160 5520

300 0.00

4500 2.6 3410 5900

5000 2.6 3520 6100

7500 2.6 3710 6420
12000 2.8 3850 6660
33000 3.2 4360 7550
33000 3.2 4380 7590
33000 3.2 4490 7780

∞ 3.2 4490 7780

1/Ｑ(f)=1/(Ｑo･fn)＋1/Ｑi

平成26年12月変更申請時における
理論計算に用いる深部地下構造モデル
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